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は じ め に
20世紀後半以降に設立された国際的な刑事裁判所は, 過去に行われた
重大な犯罪行為を確定し, 社会の構築や復興における司法の役割の重要性
を示してきた。旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所 (ICTY), ルワンダ国際
刑事裁判所 (ICTR), シエラレオネ特別裁判所 (SCSL), 国際刑事裁判所
(ICC) の設立は, すべての者が身分や地位にかかわらず自らの犯罪行為
に責任を負い，国際法に基づいて訴追されることを明らかにした。これは
また，国際社会による司法介入としても論じられてきた
(１)
。
法の支配の重要性が国際社会において確認される中で，裁判所の活動は
法の支配を社会に定着させる取り組みとして評価されてきた。国際連合
（国連）の事務総長は, 紛争中および紛争後の社会における法の支配と移
行期正義に関する報告書を2004年に発表した。報告書では，紛争後の不
安定な社会においては，正義や平和, 民主主義を促進する上で戦略が必要
であり, 国内の制度改革, 能力構築を通じて, 国連は, 紛争後の社会で生
じうる法の支配の空白を埋めるため司法分野への支援を行うと述べられて
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(１) David Scheffer, “International Judicial Intervention”, Foreign Policy, Vol.
102, Spring, 1996, pp. 3451.
いる。
(２)
また戦争犯罪の行為者の処罰によって, 法の支配を構築する国際的
な刑事裁判所の役割が論じられている。司法制度は, いづれの社会におい
て, 政治および行政の作用から独立しており, 司法として統一的な制度を
共有する。
(３)
法に基づく犯罪行為の確定と犯罪行為者の処罰は, 個人の犯罪
を明らかにする。これはまた人々の和解を促進することによる, 新しい社
会制度の構築に向けた動きでもある。つまり刑事裁判所の設立は, 紛争後
の社会において司法機能の重要性を示している。
国際的な刑事裁判所はこのような役割を実際どのようにまたどの程度担
っているのであろうか。独立した機関としての機能を裁判所が果たすこと
ができず，その活動が制限される場合，さらに国際社会あるいは現地社会
において，十分に機能していないと見られる状況においては, 裁判所の活
動は社会制度の構築に資するものではなく，むしろ司法に対する信頼性を
損なう可能性はないだろうか。紛争後の社会において司法機能の重要性が
確認され, 国際社会の関与が拡大する中で, 国際的な刑事裁判所の権限お
よび機能を具体的に検証することは, 司法分野における国際社会の役割お
よび課題について改めて確認する作業となる。
このような問題関心に基づいて, 本稿ではカンボジア特別裁判部 (Ex-
traordinary Chambers in the Courts of Cambodia, 特別裁判部）の設立過
程を概観しつつその機能について，カンボジアの政治状況との関わりを促
えながら考察する。特別裁判部は, 1970年代にカンボジアで行われたク
メール・ルージュによる大量殺戮行為について訴追し処罰する国内の裁判
所として2006年に設立され, ３年で任務を終了する予定である。裁判に
は, カンボジア人と外国からの判事と検察官が参加し，いわゆるハイブリ
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(２) S /2004 /616, 23 August 2004.
(３) 篠田英朗『平和構築と法の支配 国際平和活動の理論的・機能的分
析』創文社刊 2003年, 175頁。
ット裁判所である。特別裁判部は５名の被疑者を勾留し,
(４)
2009年２月17
日に公判が開始された。
国際的な刑事裁判所が掲げる目的と，実際の機能の間に生じるギャップ
に関しては，アフリカのルワンダとシエラレオネに設立された国際裁判所
について事例研究を行った。
(５)
カンボジアの事例は, 特別裁判部の機能に対
する国際社会とカンボジア政府の期待と意見の相違によって生じた両者の
対立と裁判部の権限への影響を提示する。前述の事務総長報告書も指摘し
ているように, 国連は ICTY，ICTRの経験から，国際的な裁判所の設立
よりも，国内裁判所への支援を強化する傾向にある。カンボジア特別裁判
部の事例は, 国際社会による司法介入の意義と, 紛争後の社会において刑
事裁判所が対応を求められる課題を明らかとするものとなる。
(６)
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(４) ５名の容疑者は, カン・ケック・イウ (ドゥイ) Kaing Guek Eav
(Duch), イエン・サリ (Ieng Sary), キュー・サンパン (Khieu Samphan),
ヌオン・チア（Nuon Chea), イエン・チリト (Ieng Thirith) である。
(５) 拙稿「移行期正義における国際的な刑事裁判所の役割 目的と機能
の乖離 」『法と政治』第59巻第３号, 2008年10月, 5372頁,「紛争後
の社会への司法介入 ルワンダとシエラレオネ 」武内進一編『戦争
と平和の間 紛争勃発後のアフリカと国際社会 』アジア経済研究所
2008年, 281316頁。
(６) この分野についてはすでに多くの研究がなされている。たとえば以下
を参照のこと。古谷修一「カンボジア特別裁判部の意義と課題 国際刑事
司法における普遍性と個別性」『国際法外交雑誌』第102巻第４号 2004年,
北村泰三「カンボジア元ポル・ポト派裁判の研究 特別裁判所設置に至
るまでの経緯と背景を中心に 」『中央ロー・ジャーナル』第２巻第１
号 2005年, スティーブ・ヘダー, ブライアン・D・ティットモア, 四本
健二訳『カンボジア大虐殺は裁けるか クメール・ルージュ国際法廷への
道』現代人文社 2005年, 四本健二「ポスト紛争国家における国民和解
カンボジアにおけるクメール・ルージュ問題 」マイノリティ研究
班『アジアのマイノリティと法』関西大学法学研究所 2006年, 阿部利洋
「カンボジア特別法廷の社会的機能 あいまいな「正義」は何をもたら
Ⅰ カンボジア特別裁判部設立の経緯
１．特別裁判部の設立をめぐる国連とカンボジア政府の対立
(７)
1970年代の半ばより，クメール・ルージュ政権下の民主カンボジアで
は人々の強制移住や処刑が政策として行われ，貧困や飢餓状態によって約
170万人が死亡したと言われる。1991年のパリ和平協定の締結，翌年の国
連カンボジア暫定行政機構（UNTAC）の展開，UNTACの下での制憲議
会選挙を経て，新しい憲法の下で王制が復活し，フンシンペック党のラナ
リット第一首相と人民党のフン・セン第二首相による連立政権が誕生した。
1997年, 両首相はクメール・ルージュ体制下でのジェノサイドおよび人
道に対する罪に責任を持つ者を裁くために国際社会に支援を求めた。クメ
ール・ルージュによる虐殺は大規模な犯罪であり, カンボジアの事件は国
際社会の関心事として，国際社会が責任者の訴追を支援し裁判を行うこと
によって最終的な解決にいたるとされた。カンボジアには十分な資源や専
門性がないことから国連に支援を求め，
(８)
その際，旧ユーゴスラビアやルワ
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すか」『大谷學報』第87巻第２号 2008年, Sam Onn Kong, “Jurisdiction
Ratione Personae of the Extraordinary Chambers in the Court of Cambodia :
Peace vs. Justice”, Forum of International Development Studies, 37, September
2008, pp. 149167. カンボジア特別裁判部は, 国連総会で審議されており,
国連憲章第７章に基づくアドホック裁判所とは設立根拠が異なる。したが
ってこれが司法介入の事例として説明されるのかは議論となろう。本稿で
は, 国内の司法に国際社会が一定の関与を行うことを介入と捉え考察する。
また，クメール・ルージュ，ポル・ポトなどの呼称があるが，本稿では同
意語として相方を用いる。
(７) 詳細は, Craig Etcheson, “A “Fair and Public Trial”: A Political History
of the Extraordinary Chambers”, Justice Initiatives, Spring 2006, pp. 724.
(８) Letter from the First and Second Prime Ministers of Cambodia addressed
to the Secretary-General A /51 /930-S /1997 /488, Annex, 24 June 1997.
ンダに対する取り組みと類似の支援を要請した。アドホック裁判所に言及
したことは, カンボジア政府が ICTYや ICTRのように国際的な裁判所の
設置を求めていたことを想定させるが, 後述のとおり国内裁判所が設立さ
れた。
カンボジア政府の要請を受けて, 国連は, クメール・ルージュの幹部を
訴追する可能性を検討する専門家グループを任命した。専門家グループは,
クメール・ルージュ指導者によって行われた犯罪の性質を決定するために
証拠を評価し, 国民和解を行い, 民主主義を強化し, 個人の責任に対処す
る措置を提案することを任務とした。
(９)
カンボジアでの調査を行った専門家グループは翌年２月，国連に勧告を
行った。その主な内容は, 1975年４月17日から1979年１月７日の間に行
われた人道に対する罪とジェノサイド罪について, クメール・ルージュ幹
部を裁くために国際的なアドホック裁判所を設立すること, 裁判所は国連
の安全保障理事会（安保理）または総会によって設立されること, 独立し
た検察官を国連が任命し, 捜査は重大な国際人権法違反に最も責任を有す
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(９) A/RES/53 /145, 8 March 1999. 旧ユーゴスラビア, ルワンダにおいて
も, 刑事裁判所の設立に先んじて専門家委員会が設立された。旧ユーゴス
ラビアに関する委員会は証拠を収集し評価を行い, ルワンダの委員会は責
任を達成する方法について勧告を行った。これに対して, カンボジアの専
門家グループの主な任務は, 最適なプロセスについて助言することにとど
まり，カンボジアの主権を尊重する対応となっていた。旧ユーゴスラビア
のモデルが用いられたとの印象を与えないために, カンボジアに派遣され
た調査団は, 委員会ではなく専門家グループ（a group of experts）と呼ば
れた。Thomas Hammarberg, “How the Khmer Rouge tribunal was agreed :
discussions between the Cambodian government and the UN” Part I,
Searching for the truth Khmer version 2001 Magazine of Documentation Center
of Cambodia, http://www.dccam.org/Tribunal/Analysis/How_Khmer_Rouge_
Tribunal.htm, (accessed 27 January 2009).
る者に限定され, 裁判は個人の責任追及とカンボジアの国民和解という目
的を考慮に入れること, 裁判は第一審と上訴審の二審制により構成され，
カンボジア人の判事を採用すること, カンボジア以外のアジア太平洋地域
を裁判所の所在地とすることであった。
(10)
専門家グループは, カンボジアで問題となっている政治腐敗と裁判に対
する政治的影響を懸念し, 国際的な裁判所の設立を勧告した。仮に国内の
裁判所が設立され外国の専門家が参加したとしても, 政府からの影響によ
って裁判所の独立性が損われると考えられていたからである。専門家グル
ープはさらに国際的な基準を満たさない裁判所への資金提供を奨励せず，
国内裁判所の設立に懸念を示した
(11)
。勧告を受けた国連事務総長も同様に，
クメール・ルージュ指導者の裁判は, 国際的な正義, 公平, 法の適正手続
など国際的な基準に合致すべきと考え，国際的な裁判所の設立に同意を示
した
(12)
。
このような提案に対して，カンボジア政府は協力的ではなかった。その
要因として政党間の勢力争いが指摘される。人民党とフンシンペック党は
クメール・ルージュの残党をそれぞれの勢力に積極的に取り込み勢力の拡
大を行ってきた。人民党は, フンシンペック党にクメール・ルージュが参
加することによる政治勢力の変化を案じており，それ故に過去の犯罪行為
を処遇する裁判に対して積極的ではなかった。
(13)
1998年７月に実施されたカンボジアの国会選挙では，フン・センが率
いる人民党が第一党となり，第二党となったフンシンペック党との連立政
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(10) A/53 /850-S /1999 /231, Annex, 16 March 1999, pp. 5758.
(11) Ibid., pp. 3639.
(12) Ibid., p. 3.
(13) You Chhang, “The Thief of History-Cambodia and the Special Court”, The
International Journal of Transitional Justice, Vol. 1, 2007, p. 162.
権が設立され, フン・センが首相に就任した。12月には, クメール・ル
ージュの残党が政府に投降し, 政府軍に編入されることが合意された。フ
ン・センは, クメール・ルージュ元幹部のヌオン・チアとキュー・サンパ
ンを丁重に迎え入れ,「カンボジアは過去を葬り去るべきである」と述べ
た。
(14)
フン・センの対応は, 裁判による正義の追及よりも和解に向けた行動
を優先させることを示すものであった。
(15)
この状況はまた裁判所の機能にも
影響を及ぼすことになった。
クメール・ルージュ幹部の投降によって，カンボジアでは国内の秩序と
安全の維持のために穏便に, また国際社会に対して説明できる方法によっ
て裁判を行うという考えに変っていった。
(16)
カンボジア政府は, クメール・
ルージュ指導者の訴追について, 自国の平和, 国民和解, 復興および経済
発展を十分に考慮した上でなされるべきとし，適切な裁判が行われなけれ
ば, 投降したクメール・ルージュ元兵士を不安に陥れ, ゲリラ活動が再発
すると述べ, 社会に不安定な状況をもたらす裁判の実施を懸念した。
(17)
刑事裁判所をめぐるカンボジア政府と国連との意見の相違は対立を深め
ていった。国連事務総長との会合において, カンボジア政府は, 裁判より
も経済発展と貧困削減の重視を示すようになっていった。またクメール・
ルージュ下の虐殺がカンボジア国内で行われ, 犯罪の行為者も犠牲者もカ
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(14) Chris Fontaine, “Cambodia Premier Says No to Trial”, Associated Press,
December 28, 1998. 数日後にフン・センは恩赦の付与を否定しており,
彼の言動は必ずしも一貫していない。David Scheffer, “The Extraordinary
Chambers in the Courts of Cambodia”, Cherif Bassiouni (ed.), International
Criminal Law, 3rd Ed., Martinus Nihjoff Publishers, 2008, p. 5. (internet ver-
sion).
(15) Chhang, op.cit., p. 162.
(16) 北村 前掲論文 112頁。
(17) E/CN.4 /1999 /101 /Add.1, 16 April 1999, para. 9.
ンボジア人であることから，国内の裁判所がクメール・ルージュの指導者
を裁く十分な資格があるとした。
(18)
他方, 国連事務総長は個人の見解としな
がらも, クメール・ルージュの指導者は最も重大な犯罪に責任を有してお
り, 国際的な基準を満たす公平性や法の適正手続きに合致する裁判所にお
いて裁かれなければならないこと, ジェノサイドや人道に対する罪につい
て不処罰は容認できないこと, 裁判所は国際的な特徴を持つべきとの立場
を示した。
(19)
フン・センは国連の特別代表との会談において, 国内の裁判所設立を提
示し, カンボジア法が外国人の判事や検察官の裁判への参加を認めていな
いことを理由とした。
(20)
これに対して, 特別代表は, 裁判は国際的な基準を
満たすべきであり, それが不処罰のサイクルの断絶に貢献し, またクメー
ル・ルージュの政権下で行われたジェノサイドと人道に対する罪について,
裁判が適切に実施されるという正義の文化を生みだす重要性を述べた。
(21)
1999年７月には国連とカンボジア政府が, 裁判の組織について交渉を
開始した。判事の構成として多数を占めるのはカンボジア人か外国の専門
家か, 書記局の職員が国際的に任命されるべきか, 恩赦の効力, 特別裁判
部設置法と，国連とカンボジア政府間協定の関係が論じられた。８月にカ
ンボジア政府は国連に裁判所法案を提出し, 同案はカンボジア人が多数を
構成し既存の国内裁判制度の一部とする内容であった。一方，国連は, 外
国からの判事が多数を構成し, 国際的な検察官の独立性が保障され, カン
ボジア政府がすべての訴追者を逮捕し, また恩赦を付与された者も訴追の
対象となる裁判所に対する協力を示していた。
(22)
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(18) Ibid., para. 12.
(19) Ibid., paras. 1314.
(20) Ibid., para. 17.
(21) Ibid., para. 26.
裁判所の組織と構成について合意に到らない段階で, 2001年１月２日,
カンボジア国会は, クメール・ルージュ指導者を訴追する裁判所設立を承
認する設置法を採択した。
(23)
この設置法に対して, 国連は, 条文の修正を求
めた。まず国連による監督が規定上で十分に確保されていないとしたが，
これに対してカンボジアは, 国連の懸念事項については国連とカンボジア
間の協定で扱われるとした。次に同協定と設置法との関係について, 国連
は協定が優位する立場を主張したが，カンボジアは, 設置法が裁判所の組
織構造を規定し, 協定は協力の方法を定めており各々の機能が異なること,
したがって両者を上下関係に置く必要はないこと, またすでに制定された
設置法の修正は不可能であると述べた。
(24)
裁判所をめぐる対立が改善されない状況の中で，2002年２月, 国連は
裁判所設立に関するカンボジアとの交渉の打ち切りを発表した。国連はそ
の理由として, 現状では裁判所の独立性, 中立性および客観性が保障され
ないこと, 国連の支援について国連とカンボジアの協定によって定めると
いう提案をカンボジア政府が受け入れないこと, 交渉過程におけるカンボ
ジア政府の対応が不信感をもたらしたことを示した。
(25)
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(22) Dinah PoKempner, “The Khmer Rouge Tribunal : Criticisms and
Concerns”, Justice Initiatives, Spring, 2006, p. 36.
(23) Law on the Establishment of Extraordinary Chambers in the Courts of
Cambodia for the Prosecution of Crimes Committed During the Period of
Democratic Kampuchea, promulgated on 10 August 2001, NS /RKM/0801 /12.
(24) Helen Jarvis, “Trials and Tribulations : The Latest Twists in the Long
Quest for Justice for the Cambodian Government”, Critical Asian Studies, Vol.
34, No. 2, 2002, p. 609.
(25) Daily Press Briefing by the Office of the Spokesman for the Secretary-
General, 8 February 2002, Critical Asian Studies, Vol. 34, No. 4, December
2002, pp. 615618. A /RES/57 /225 on the Situation of Human Rights in
Cambodia. A /RES/57 /228Bの決議採択に伴い, 前者は A/RES/57 /228A,
国連によるカンボジアとの交渉の打ち切りの表明を受けて, 国連加盟国
は事務総長に対してカンボジアとの交渉再開を促した。状況を打開するた
めに特定の加盟国が仲介を行った結果，2003年２月に特別裁判部設立に
関する二つの決議が国連総会で採択された。一方は，カンボジアにおける
法の支配と司法機能に関連する問題, とくに腐敗が司法機関への行政機関
の介入によって生じていることを留意した。
(26)
他方の決議は，1975年から
1979年の民主カンプチア政権下のカンボジア法と国際人道法の重大な違
反は, 国際社会全体にとって重要な関心事項であり続けることを想起し,
カンボジア政府および市民の真の懸念は, 正義, 国民和解, 安定, 平和と
安全の追及であることを確認し, 事務総長に対して, 裁判所設立の協定締
結のためにカンボジア政府との交渉再開を要請する内容であった。
(27)
2003年１月に国連とカンボジアの会合が再開され，今後は裁判所の任
務について相互理解を深め, 交渉において解決される問題を確定すること
が確認された。また事務総長は次の意見を示した。特別裁判部が国際的な
支援を受けるのであれば, 国連とカンボジアの間で締結される協定は，裁
判部の組織と機能について規定しなければならないとした。政府が裁判部
の設立後に特別裁判部の組織構造を改革し, それによって協定と合致しな
い方法で裁判部が機能する場合には, 国連は協定に基づいて支援を終了す
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27 February 2003, A Khmer Rouge trialsとなった。
(26) A/RES/57 /225, sect. ii, para. 2.
(27) 決議採択において, 英, オランダ, デンマーク, ノルウェー, カナダ
は棄権票を投じた。カンボジアが決議の共同支持を断ったこと, 国連事務
総長に対して曖昧交渉権限が与えられたことが主な理由であった。Craig
Etcheson “The Politics of Genocide Justice in Cambodia”, Cesare P. R.
Romano, Nollkaemper, and Jann K. Kleffner (eds.), Internationalized
Criminal Courts and Tribunals : Sierra Leone, East Timor, Kosovo, and
Cambodia, Oxford University Press, 2004, p. 197.
る権利を有するとした。次に特別裁判部の組織の簡素化を提案し, これに
よって裁判部が早期に設立され, 迅速に機能し, また経済的, 効率的に活
動し, 裁判部の信頼も高まるとした。さらに捜査, 訴追, 裁判の中立性,
独立性，信頼性を確保するために, 判事は外国人が多数を占めること, 裁
判部の決定は単純多数決で行われること, 検察官および捜査判事も外国人
によって構成されることを提案した。加えて, 特別裁判部は国際的な司法
の基準, 公平性, 法の適正手続に従って管轄権を行使し, 被告人の権利を
尊重し, 公正かつ公聴の権利を可能な限り十分に尊重すること, 特別裁判
部の手続がカンボジア法に規定されること, さらに恩赦については裁判部
の決定事項として協定に規定されることを提案した。
この提案に対して, カンボジア政府は, 裁判部を三審制から二審制とす
る提案のみを受け入れた。政府によれば, 国連による提案の多くは協定案
の変更を必要とし, カンボジア法に反するとした。また国連と政府は事前
の交渉においてこれら事項についてすでに同意していたと指摘した。
(28)
５月
の国連総会において, 国連とカンボジアとの協定案が承認され,
(29)
翌月に署
名, 2005年４月に発効した。協定との整合性をはかるために，2001年の
裁判部設置法は2004年10月に修正された。
(30)
２. 特別裁判部の機能をめぐる国連とカンボジアの関係 特別裁判部設
置法と, 国連とカンボジアとの協定
国連はカンボジアに対して国際的な基準に合致する国際的な裁判所の設
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(28) A/57 /769, 31 March 2003, para. 16.
(29) Agreement Between the United Nations and the Royal Government of
Cambodia Concerning the Prosecution Under Cambodian Law of Crimes
Committed During the Period of Democratic Kampuchea.
(30) Law on the Establishment of Extraordinary Chambers, with inclusion of
amendments as promulgated on 27 October 2003, NS /RKM/1004 /006.
立を勧告したものの, 国内裁判所が設立された。特別裁判部の設立後も，
国連はカンボジアとの協力協定の締結を通じて, 国際的な基準に基づいた
裁判機能が確保されるように試みた。
国連とカンボジア間の協力協定は，民主カンプチア時代に行われた犯罪
行為に最も責任を持つ上級指導者を訴追するために, カンボジア政府と国
連の協力の法的基礎および原則と様式を規定する (協定第１条)。協定は,
カンボジア政府の行動に対する規制を定め, 政府の裁量によって裁判部が
用いられないことを確認する。協定はウィーン条約法条約第26条（合意
は守られなければならない）および第27条（国内法と条約の遵守）の適
用を定め, カンボジアが協定を遵守し, また条約不履行を正当化する根拠
として国内法を援用できないことを確認する。さらに裁判所の機能運営に
関わる設置法の修正に関しては, 国連とカンボジアとの協議が先ず行われ
る（協定第２条)。また設置法の修正によって特別裁判部の組織や構造が
修正され, 協定と合致しない機能を有する結果となった場合には, 国連は
財政その他の支援の提供を終了できる（協定第28条 協力の撤退)。さら
に設置法を通じて, 本協定がカンボジアの国内法としても適用される旨を
定める（設置法第47条 bis new, 協定第２条, 31条)。この規定によって,
カンボジアでの立法措置を経ずに協定が国内で直接適用される。また協定
は特別裁判部が設置法と合致する事項的管轄権を有し，民主カンプチアの
上級指導者と特定の犯罪行為に最も責任を有する者に対して, 人的管轄権
を有することを承認する（協定第２条)。以上のように，協定は特別裁判
部が国際法に拘束され国際的な規準を満たし, 条文に従い組織され, 規律
された手続に従って機能し権限を行使することを保障する内容となってい
る。
(31)
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(31) A/57 /769, 31 March 2003, para. 25.
協定の文言より明らかなとおり, 政府による特別裁判部への影響に対し
て国連が一定の制限を課すことが定められた。国連は, 設置法の内容には
立ち入らず, カンボジア特別裁判部への協力および支援, 設置法の修正に
おいて事前の協議に関わる。カンボジア政府による裁判部の組織の変更に
よって, 設置法が協定と合致しない場合には, 協定に基づいた支援を中止
する権限を国連が有する。この規定により，裁判組織のあり方についての
最終的な決定権は，国連が事実上有することになった。
(32)
協定締結を経て, 2001年の設置法が改正され，国際的な裁判基準がよ
り詳細に規定された。たとえば判事の任命（第10条) について,「徳望が
高く, 公正かつ誠実であり, とくに刑事法または国際法の分野において経
験を有する」と定められていたが，2004年の法では, 判事は「徳望が高
く, 公正かつ誠実であり, とくに, 国際人道法および人権法を含む, 刑事
法または国際法の分野において経験を有する」(下線筆者）と, 国際法の
特定分野の経験の必要性が強調された。共同検察官の権限（第20条）に
ついては, 2001年の規定は,「効力を有する現存の手続に従って訴追する。
必要な場合, また現存の手続きに欠がある場合には, 共同検察官は国際
的な水準において設立された手続規則に示唆を求める」と定めていた。修
正によって,「これら現存の手続が特定の事項に対応せず, あるいは解釈
または適用に関して不確定な場合もしくは国際的な水準との一貫性に関し
て疑問がある場合には, 共同検察官は国際的な水準において設立された手
続規則に示唆を求めることができる」と，条文の解釈適用が不確定な場合
や国際的水準との関連について規定が追加された。
(33)
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(32) Ibid., paras. 16, 25.
(33) 捜査判事による捜査（第23条）に関しても同様に規定された。2001年
の法は,「必要な場合には, また現存の手続きにおいて欠がある場合に
は, 共同捜査判事が国際的な水準において確立された手続規則に示唆を求
弁護人の支援に関して（24条), 従前の規定は「捜査の間, 容疑者は無
条件で, 費用が払えない場合には無償で, 弁護人の支援を得る権利を有す
る」と定めていたが, 修正によって「捜査の間, 容疑者は無条件で, 費用
が払えない場合には無償で, 自らが選んだ弁護人の支援を得る権利を有し
また自らに指定された法的支援を得る権利を有する」と, 弁護人選出につ
いて容疑者の権利がより具体的に明記された。
公判に関しては, 市民的及び政治的権利に関する国際規約第14条, 15
条に規定された正義, 公正, および法の適正手続きの国際的な基準に従い,
裁判部が管轄権を行使しなければならないと定められた（第33条)。裁判
の公開に関しては, 2001年の法において「特別裁判部が, 効力を有する
現存の手続に従い, 手続を非公開とすることに妥当な理由があると決定す
る例外的な状況を除いて, 公判は公となる」と規定されていた。修正によ
って「特別裁判部が, 公開とすることが司法の利益を損う場合に, 効力を
有する手続に従い, 手続を非公開とすることに妥当な理由があると決定す
る例外的な状況を除いて, 公判は公であり, 外国, 国連の事務総長, 報道,
国内および国際的な非政府組織の代表に公開とされる」(第34条), と裁
判が原則として公開であること, またその対象がより明確となった。
容疑者の権利に関しては, 2001年には「容疑者に対する告訴を決定す
る際に, 容疑者は以下の最小限の保障を等しく得る権利を有する……ｂ．
準備を行いまた自らの弁護士と接触する十分な時間……ｄ．自らまたは弁
護人の支援の下で弁護すること」と規定されていた。修正後は, 市民的及
国
際
的
な
司
法
介
入
の
課
題
128(377) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
めることができる」と規定していたが, 修正によって「これら現存の手続
きが特定の事項に対応せず, あるいは解釈または適用に関して不確定な場
合, もしくは国際的な基準との一貫性に関して問題がある場合には, 共同
捜査判事は国際的な水準において確立された手続規則に示唆を求めること
ができる」と定めた。
び政治的権利に関する国際規約第14条に従い, 容疑者の権利として, ｢ｂ．
自らの弁護の準備のために十分な時間および便宜を得, また自らが選出し
た弁護人と伝達すること……ｄ．自らが出席している場で公判が行われ,
個人としてあるいは自らが選出した弁護士の支援の下で自らを弁護し, こ
の権利について知らされ, また支払うための十分な手段を持たない場合に
は無償で法的支援が得られること」が明示された（第35条)。
さらに修正によって, 外国の専門家の地位が確保される規定が加えられ
た。外国の共同検察官が欠員の場合（第21条), 2001年の設置法は予備の
検察官が代理となるとするものの国籍について明示されていなかったが,
改正により代理についても外国の検察官となることが明示された。同様に，
外国の共同捜査判事が欠員となった場合にも, 外国の捜査判事が代理とな
ると定められた（第27条)。また各共同検察官が選出する副検察官につい
て, 2001年には, 国連事務総長によって提供されたリストより, カンボ
ジアの司法官職高等評議会によって任命されると定められていたが，事務
総長が提供したリストにより, 外国の共同検察官によって任命されると修
正された（第22条)。さらに, カンボジアの判事, 共同捜査判事, 共同検
察官, 書記局長およびその職員の免除, 弁護人に対する免除については,
特別裁判部の雇用終了後も認められることが明記された（第24条)。
書記局の職務権限について，2001年の設置法では, 書記局長が書記局
の全般的な運営に関して責任を持つという一般的な規定であったが，
2004年の法では「書記局長は, 国連の規則および手続に属する事項を除
いて, 書記局の全般的な運営に関して責任を持つ」と, 国連の規則および
手続に関しては特別裁判部の書記局が扱わないことが定められた（第31
条)。以上のとおり，協力協定の締結は，カンボジア政府による条約の遵
守，国際的な基準に基づく裁判を前提として国連が支援を行うことを定め
た。協定の締結は，設置法の修正を促し，国際的な基準に合致した裁判の
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実施をより確実とするために行われたのである。
Ⅱ 特別裁判部の機能上の特徴
１．組織構造
特別裁判部の設立を通じて, カンボジア政府と, 国際社会が求める裁判
所の機能と役割について考えの相違が顕在化し，組織構造にも影響を及ぼ
した。とくに人民党とフンシンペック党の権力分有体制から人民党による
一党支配体制へと政治体制が変化する状況において,
(34)
カンボジア政府は国
家主権と社会の安定を前提とする裁判所を求めるようになった。またクメ
ール・ルージュの残党が政府に投降し, 軍事的, 政治的な脅威ではない状
況において，国際的な裁判所を設立する政治的な動機はなくなっていった。
特別裁判部は, 国際社会の支援を受けながら, 権力者の国内の政治的地位
を強化する手段と認識されていた。一方で国際社会は, これまでに設立さ
れてきた国際的な刑事裁判所と共通する司法機関としてカンボジアの裁判
所を捉え, 国際的な基準に基づく裁判所の設置を想定した。特別裁判部の
地位, 構成および組織構造をめぐる国際社会とカンボジア政府との意見の
相違と対立は, 具体的には正義, 客観性, 法の適正手続をめぐる見解の対
立であり，また政治的に支配された司法プロセスの対立でもあった。
(35)
特別裁判部は第一審 (Trial Chamber) と上訴審 (Supreme Court of
Chamber) の二審制である。上述のとおり当初カンボジアは三審制の裁判
所を設立したが, 国連からの勧告を受け入れて二審制となった。第一審は
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(34) 山田裕史「パリ和平協定一五年目のカンボジア 権力分有体制から
人民党一党支配体制へ」『アジ研ワールド・トレンド』No.136, 2007年１
月, 3639頁。
(35) Daphna Shraga, “The Second Generation UN-Based Tribunals : a
Diversity of Mixed Jurisdictions”, Romano, Nollkaemper, and Kleffner, op.cit.,
p. 18.
５名の判事により構成され, ３名がカンボジア人, ２名が外国からの判事
である。最終審でもある上級審は７名の判事によって構成され, ４名がカ
ンボジア人, ３名が外国からの判事である。すべての判事は, カンボジア
の司法官職高等評議会によって任命される。外国からの判事は国連の事務
総長の指名に基づき同評議会が任命する（第11条)。
特別裁判部には共同検察官共同捜査判事が設置され, カンボジア人と外
国人によってそれぞれ構成される。カンボジア人の共同検察官, 共同捜査
判事も司法官職高等評議会によって任命される。外国からの共同検察官,
共同捜査判事は事務総長が指名した２名より同評議会が任命する。共同検
察官, 共同捜査官は, カンボジア人, 外国人に関わらず, 任務において同
等の地位および条件を享受する（第21条, 第27条)。裁判部の設立過程に
おいては検察官, 判事の独立性の確保が主張されていたものの, 人事権は
カンボジア政府が有することとなった。
特別裁判部は, カンボジアで公判を行うことによりカンボジア人が理解
を深め，国際的な基準が適用されるなど，必要とされる保障の導入を混合
する試みを反映していると評価される。
(36)
他方で国内裁判所として政治的影
響を受けることが懸念されている。特別裁判部は30年以上も前の1970年
代のクメール・ルージュによる特定の犯罪を処遇するのであって，その政
治的な意図も問題とされる。さらに裁判部は，特定の犯罪行為について訴
追するが，コソボや東チモールに設立された重大犯罪パネルのように, 司
法制度の構築と並行して設立されてはいない。
(37)
カンボジア人と外国からの
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(36) Hammarberg, “How the Khmer Rouge tribunal was agreed : discussions
between the Cambodian government and the UN” Part II, Searching for the
truth Khmer version 2001 Magazine of Documentation Center of Cambodia,
http://www.dccam.org/Tribunal/Analysis/How_Khmer_Rouge_Tribunal.htm,
(accessed 27 January 2009).
(37) 古谷 前掲論文 5859頁, SCSLについては, 拙稿 武内編 前掲書,
判事によって構成されるハイブリットの裁判所でありながらも，カンボジ
アが主導的に行う裁判がカンボジア社会に及ぼす影響については公判を通
じて明らかとなっていくであろう。
２．管轄権
国際的な刑事裁判所は, 国際的な基準に基づいた裁判を通じて正義を追
及する。カンボジア特別裁判部において, 国際的な基準がどの程度採用さ
れていたのか，管轄権を通して検討する。
人的管轄権について, 特別裁判部は, 1975年４月17日から1979年１月
６日の間, 民主カンプチアの上級の指導者および, カンボジアの刑法, 国
際人道法および慣習, カンボジアによって承認された国際条約の犯罪と重
大な違反に最も責任を有する者を裁く（設置法第１条, 協定第１条)｡「上
級の指導者」と「特定犯罪に責任を有する者」との規定は, 人的な地位に
関する限定であり, 犯罪の重大性等には関係しない。このような制限的な
管轄権は, クメール・ルージュの元構成員が, 現在のカンボジア政府に参
加しており, 国民の融和と政治的安定を図るためには訴追される人物の範
囲を限定する必要があることに起因する。
(38)
現在５名の訴追が予定されてい
るが, 訴追の対象の拡大については, 特別裁判部において今後決定され
る。
(39)
限定された人的管轄権については, 裁判部の資源の観点から現実的な
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132(373) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
「｢移行期司法」における司法制度と真実委員会 シエラレオネの事例
より 」『法と政治』第58巻第２号 2007年７月, 3361頁。
(38) 古谷 前掲論文 61頁。
(39) フン・セン首相は, 裁判部に訴追される者は, ４, ５名で十分である
との立場である。 James A. Goldston, “Justice, Interrupted : Cambodia’s
Khmer Rouge tribunal risks becoming a sham”, The War Street Journal (on-
line) December 14, 2008, 4 :37 P.M. ET. カンボジア国内では特別裁判部
で裁かれる者は５名のみであり, その他の者は訴追されないという認識が
選択である。その一方で, 多くの犯罪行為者の責任が問われない。また,
上級の指導者, 特定犯罪に責任を有する者の訴追は, 裁判を通じて行われ
るカンボジアの歴史の創設に関しても限定的であり，犠牲者にとって正義
の追及とならないとも言われる。
(40)
裁判部の容疑者はクメール・ルージュ政
権において指導的立場にいた者であるが, すでに70歳を超えており, ま
た政治的な立場にはおらず, 恣意的に選別された者の訴追という印象をぬ
ぐえない。
特別裁判部は, 対象とする犯罪についてカンボジアの刑法およびジェノ
サイド条約, 人道に対する罪, 1949年のジュネーブ諸条約, 1954年の文
化財保護議定書, 外交関係条約とし, 国内法および国際法上の犯罪を処遇
する広範な規定となっている。またその適用についても独自の判断が行わ
れる可能性を有する。裁判部ではジェノサイド条約上のジェノサイド罪が
訴追の対象とされている。ジェノサイド条約において, ジェノサイドは
「国民的, 人種的, 民族的または宗教的集団を全部または一部を破壊する
意図を持って行われた行為」と定められている。クメール・ルージュ体制
下の殺戮は, 同じ民族, 人種, 国籍, 宗教を有する集団内での行動が多数
を占める。果たしてカンボジアにおける殺戮が, 特定の集団を破壊する意
図を持って行われていたのか, 集団殺害の責任を立証できるものは限られ
ている。
(41)
カンボジアでは1979年の人民革命裁判において, イエン・サリとポル
・ポトを被告とし，被告が欠席の中で裁判が行われ, 死刑判決が下された。
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一般的である。
(40) Kek Galabru, “Reconciliation in International Justice : Lessons from Other
Tribunals”, Justice Initiative, Spring 2006, pp. 153154.
(41) スティーブ・ヘダー, ブライアン・D・ティットモア, 四本健二訳
前掲書38頁。
この裁判においてジェノサイド罪は「罪のない人々を計画的に殺害し, 都
市と農村から住民を強制移住させ, 肉体的および精神的に破壊される条件
の下で過酷な労働を強要し, 宗教を根絶し, 経済的, 文化的および社会的
構造ならびに家族および社会関係を破壊したこと」と, カンボジアの特別
な残虐行為が確定された。
(42)
特別裁判部は, 1948年のジェノサイド条約上のジェノサイド罪を行っ
たすべての被疑者の訴追を定める。ジェノサイドとは, 国民的, 民族的,
人種的あるいは宗教的集団の全体又は一部を破壊する意図を持って行った
あらゆる行為と定められている (設置法第４条)。クメール・ルージュに
よる少数民族に対する行為についてはジェノサイド罪が適用される可能性
はあるものの, 一般のカンボジア人に対する虐殺はジェノサイドの定義に
は必ずしも合致しないとも言われる。
(43)
ジェノサイド罪を特別裁判部の管轄
権とすることは, クメール・ルージュによる殺戮行為の残虐性を強調する
政治的な効果をも有し，さらには現政権の正当性を高める役割をも担うで
あろう。
３．特別多数決制度
特別裁判部の決定には原則として全会一致が求められるが, それが困難
な場合には, 第一審では少なくとも４名の賛成, 上訴審では５名の賛成が
必要である（設置法第14条, 協定第４条)。この特別多数決制度は, 裁判
所の判断において少なくとも１名の外国出身の判事の賛成を必要とする。
国連は, 当初より外国の判事が多数を占める国際的な裁判所を提案した
が,
(44)
カンボジアはカンボジア人が多数を構成する国内裁判所を予定してい
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(42) 四本 前掲論文 4748頁。
(43) Shraga, op.cit., p. 22.
(44) A/57 /769, 31 March 2003, para. 16.
た。両者の主張がくいちがう中で，アメリカの提案によって特別多数決制
度が導入された。
(45)
特別多数決制度は, カンボジアの判事あるいは外国の判事のみによって
決定が行われることを妨げ
(46)
，判断において両者の同意を必要とする。これ
は国際的な基準に合致する判断を担保する。またこの制度は, 判事の独立
について設置法で規定されながらも, カンボジア人判事が実際に独立した
判断を行わない状況を踏まえている。裁判においてカンボジア人判事が多
数を構成する状況で，特別多数決制度は, 外国の判事が判決においてより
重要な役割を担うことを含意する。
(47)
特別多数決は共同検察官, 共同捜査判事も用いる。共同検察官は, 特別
裁判部の容疑者の起訴の準備を共同で行い起訴するが, 手続について不明
確な場合には, ５名の判事（３名がカンボジア人, ２名が外国人）によっ
て構成される第一審において決定がなされ，４名の賛成が必要である。多
数の合意が得られなかった場合には, 起訴手続が開始される（設置法20
条)。合同捜査判事の間でも合意に到らない場合に第一審に付託され, ４
名の判事の合意によって決定される。
４．不処罰
(48)
一定の条件の下で特定の犯罪行為者に与えられる恩赦や免責などの不処
罰をめぐっては，さまざまな意見がある。不処罰を容認する立場は，それ
が社会の安定をもたらすと論じる。紛争当事者の紛争中の犯罪行為につい
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(45) Hammarberg, op.cit., p. 16.
(46) Scheffer, op.cit., 2008, p. 14.
(47) PoKempner op.cit., p. 37.
(48) 不処罰（impunity）については pardon，amnestyなどの用語が用いら
れ内容も多義に及ぶが，本稿ではとりあえず恩赦について論じる。
て責任を不問とすることによって和平交渉が促され，社会の安定化につな
がる。さらに恩赦は過去の出来事について加害者と被害者の対話を促し,
社会の再構築を支援すると主張される
(49)
。これに対して，不処罰は，過去の
行為について個人の犯罪として認識せず，むしろ集団としての社会の責任
を問うこと
(50)
，また過去の犯罪行為を結果として看過し紛争後の社会におい
て法の支配の定着を妨げるとも論じられる。第二次世界大戦以降，さまざ
まな地域で420以上の恩赦が採用され，とくに2001年から2005年の間には
66の恩赦が用いられた。国際的な裁判所で訴追される者の数が限られる
現状においては，最も責任を有する者を対象とした訴追と，恩赦に関係す
る手続きは相互に補完しあうとも考えられている。最も重大ではない犯罪
行為者は国内の裁判所において訴追され，あるいは訴追の代わりとして，
真実委員会で扱われ，その状況で恩赦が付与されることも想定される
(51)
。
国際社会において, 恩赦は制限される傾向にある。国連は「不処罰に関
するガイドライン」を作成し, 和平協定や和解を促すために恩赦の措置が
とられる場合には, 一定の条件が満たされるべきとする。
(52)
その中でジェノ
サイドや戦争犯罪など，重大な人権侵害に対しては恩赦の付与は約束され
ないことを明らかにした
(53)
。
カンボジア特別裁判部設置法において，恩赦は次の以下の通り規定され
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136(369) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
(49) Michael Reisman, “Legal Responses to Genocide and Other Massive
Violations of Human Rights,” Law and Contemporary Problem, Vol. 59, 1996,
pp. 75, 77.
(50) Ruti, G., Teitel, Transitional Justice, Oxford University Press. 2002, p. 56.
(51) Louise Mallinder, “Can Amnesties and International Justice be Recon-
ciled?” The International Journal of Transitional Justice, Vol. 1, 2007, pp. 209
210, 223.
(52) E/CN.4 /2004 /88, 27 February 2004, E /CN.4 /2005 /102, 18 February
2005, E /CN.4 /2005 /102 /Add.1, 8 February 2005.
(53) S /2004 /616. 23 August 2004, para. 10.
る｡「カンボジア政府は, 設置法第３条から８条までの犯罪で捜査されあ
るいは訴追された者に対する恩赦は求めない。設置法の制定以前に付与さ
れた恩赦の範囲については, 特別裁判部によって決定される」(設置法第
12章, 第40条)。国連とカンボジアの協定において,「１．カンボジア政
府は, 本協定に言及されている犯罪について捜査され訴追される者には恩
赦を求めない。２．本規定は1996年９月14日の法によって扱われた事項
について, 唯一特定の人物に対して, 1979年, ジェノサイド罪での有罪
判決に恩赦が与えられた唯一の事例についての, カンボジア政府による制
限に基づく。国連およびカンボジア政府は, この恩赦の範囲が特別裁判部
によって決定される事項であることに同意する」と定める（協定第11条)。
したがって特別裁判部が処遇する犯罪には原則として恩赦は与えられない。
イエン・サリとポル・ポトに対しては人民革命裁判において死刑の判決
が下されたが, 1996年に国王の勅令によって恩赦が与えられた。
(54)
国連は
ジェノサイドなど国際犯罪に恩赦は適用されない立場を取るが，カンボジ
ア政府はイエン・サリに付与された恩赦の撤回を拒否してきた。イエン・
サリへの恩赦については, これが特別裁判部の目的である上級の指導者の
訴追と合致しないと考えられ，さらに与えられた恩赦は, 死刑判決と財産
没収に対してであって, これは特別裁判部の管轄権外であり
(55)
，イエン・サ
リの訴追を妨げないとも論じられる。
1979年の人民革命裁判は, ポル・ポトとイエン・サリを被告とするこ
とで，政権を掌握した人民党が前政権の民主カンプチアとの区別を明確と
した。またクメール・ルージュ元兵士を勢力に取り込む目的も有していた。
クメール・ルージュ元幹部のキュー・サンパンとヌオン・チアの投降の際
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(54) Royal Decree by Norodom Sihanouk, NS /RKT/0996 /72 (unofficial trans-
lation), 14 September 1996.
(55) Scheffer, op.cit., 2008, pp. 1516.
のフン・センの対応からも明らかなとおり
(56)
，フン・センは, クメール・ル
ージュからの離脱を奨励する手段として恩赦を捉えていた。したがって元
兵士の処遇は, 過去の犯罪行為ではなくむしろ現政権に対する態度によっ
て決定されるとも言える。
(57)
イエン・サリへの恩赦について，
(58)
特別裁判部が
どのように処遇するのかは，恩赦に対する特別裁判部の対応と，カンボジ
アにおける司法機関としての立場を示すことになろう。
Ⅲ 司法介入の課題
１．司法介入の意義 社会の安定化と正義の追及
国際社会による司法介入としての国際的な刑事裁判所の設立は, 第二次
世界大戦後のニュルンベルグ裁判や東京裁判から半世紀以上を経て, 一定
の評価を受けつつある。重大かつ非人道的な罪について個人の責任を問う
機会が生じる中で，人々は平和の追求と正義の追及が共存し, 正義の追及
が永続する平和の前提条件になることを理解してきた。国連憲章第７章に
基づいてアドホック裁判所が設立されたことによって, 国際人道法が国内
管轄事項に勝ること, また虐殺と闘うために国際社会が用いる司法という
武器が増加する傾向にあるとして, 国際的な刑事裁判所の機能や役割の拡
大が評価された。
(59)
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(56) フン・センが両者を受け入れた行動については, 規約人権委員会にお
いて，カンボジア政府の代表は, クメール・ルージュ政権の終了をカンボ
ジア全土に示すものであり処罰から逃れさせるものではない, と述べてい
る。CCPR/C/SR.1758, para. 67, 25 October 1999.
(57) Evan R. Gottesman, Cambodia after the Khmer Rouge : inside the politics of
nation building, Yale University Press, 2003, pp. 6061.
(58) Ernestine E. Meijer, “The Extraordinary Chambers in the Courts of
Cambodia for Prosecuting Crimes Committed by the Khmer Rouge :
Jurisdiction, Organization, and Procedure of an Internationalized National
Tribunal”, Romano, Nollkaemper, and Kleffner, op.cit., pp. 214215.
アドホック裁判所の活動が着目される中,「国際の平和と安全に対する
脅威」と刑事裁判所の設立が結びつき, 裁判所は戦争犯罪に責任を有する
特定の個人を確定し，これは国際的な司法介入という新しい時代の表れと
された。
(60)
そもそも介入とは, 誰による, どのような行動なのかについては定義に
よるものの, アドホック裁判所が国家主権を超えることが司法介入の主要
な議論の一つであった。司法介入として論じられてきた ICTY，ICTRの
事例は憲章第７章に基づく安保理の決定による行動である。国連憲章第２
条７項は,「この憲章のいかなる規定も, 本質上いずれかの国の国内管轄
権内にある事項に干渉する権限を国際連合に与えるものではなく, また,
その事項をこの憲章に基づく解決に付託することを加盟国に要求するもの
でもない。但し, この原則は, 第７章に基づく強制措置の適用を妨げるも
のではない｣ と定める。したがってこの規定によれば，アドホック裁判所
の設立は, 内政不干渉原則の例外として国際法上の合法性が確保される。
また, 常設の国際刑事裁判所についても，補完性の原則に基づいて国内の
刑事管轄権を補完する機能を持つ。このことからも, 国際的な刑事裁判所
が国家主権を超えるといえるのか，については検討の余地があろう。その
一方で, 国家の統治機構である司法機能を国際的に設立された裁判所が担
う実態について，司法介入として論じることも意義がある。
現実の介入においては, 介入を行う側と介入される側の意図や目的が合
致しないこともありえる。国際社会の関与による裁判所の設立を検討する
際, 当該裁判所が現存の政治権力に対して影響を及ぼすことが想定される
場合，政権は裁判所の活動や機能に制限を課そうとする。それは司法介入
という行為が, 国際社会や介入を主導する国家にとっては, 国際社会の共
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(59) Scheffer, op.cit., 1996, p. 37.
(60) Ibid., p. 38.
通の規範や基準を適用し法の支配を特定の社会に定着させる行為であるの
に対して, 介入される側にとっては, 自国の状況に必ずしも合致しないあ
るいは合意に基づかない基準の押し付けともなりうるからである。また個
人の訴追が，現地社会の安定性を脅かすことも懸念される。特別裁判部で
のクメール・ルージュの訴追と処罰は, 政治指導者にとってクメール・ル
ージュとの闘争の一部でもあり, また政権の正当性を国内外より獲得する
手段でもあった。
(61)
前述のとおり，クメール・ルージュが政治的影響力を失
った状況において，特別裁判所の判断は，現政権をより強化するためにも
用いられる。
国際社会は刑事裁判所の設立を通じて, 人権や国際人道法の違反に責任
を有する者を処罰し, 暴力行為を終わらせ, その再発を防ぎ, 正義や犠牲
者の尊厳を守り, 過去の出来事の記録を作り, 人々の和解を促進し, 法の
支配を再構築し, 平和の回復に寄与するなどの目的を促進しようとしてき
た。
(62)
特別裁判部の設立は，国際社会にとっては国際的な基準を国内の裁判
において適用し法の支配を現地に定着させる機会であった。一方, カンボ
ジアは, 国内の社会の安定の確保と安定に基づいた正義を求めた。政権に
とって, 特別裁判部はクメール・ルージュの影響力を弱める手段であり,
したがってカンボジアの安定を脅かす裁判所は想定されていなかった。し
かしクメール・ルージュの政治的影響力が失われた状況において, 国際的
な基準に合致する裁判所ではなく，むしろカンボジアの政治状況に合致し
た機能を有する裁判所が求められた。
さらに国際社会によるカンボジアへの対応については，カンボジア国内
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(61) Ellen Emilie Stensrud, “New Dilemmas in Transitional Justice : Lessons
from the Mixed Courts in Sierra Leone and Cambodia”, Journal of Peace
Research, Volume 46, No. 1, January 2009, p. 12.
(62) S /2004 /616, 23 August 2004.
の不信感もある。クメール・ルージュによる殺戮が行われた際に，国際社
会が措置をとらなかったことが非難された。また1979年より1991年まで
クメール・ルージュはカンボジアの政府代表であり，さらにはパリ和平協
定の一当事者であった。
(63)
このような国際社会の対応が批判を受け, クメー
ル・ルージュをカンボジアの代表として認め，虐殺行為や政策に対して行
動をとらなかった国連や関係諸国が，まず裁判で裁かれるべきである, と
さえ主張された。
(64)
現在のカンボジアにおいて, 特別裁判部は特定の犯罪行為者を裁くこと
による政治権力者にとっての社会の安定, 権力強化の手段という特徴をも
有しており, 政府は政治的な安定を維持する裁判機能を求めていた。介入
を行う国際社会と，介入されるカンボジアとの間に生じた裁判機能と目的
に対する意見の相違は, 国内裁判所の設立, 管轄権の設定, 意思決定手続
など組織，機能にも影響を及ぼした。さらにこの両者の相違は，今後の裁
判においても顕在化する可能性を有している。
２．紛争後の社会における司法の意義と課題
紛争後の社会において, 司法活動は法の支配を強化すると理解されてい
る｡「司法活動は, 社会に逸脱してはならない規則があることを示し, 法
の支配の制度と文化を保証する。選挙や法執行活動だけでは, 法の支配は
完成しない。権力を持つ者にさえ司法による社会的規範の適用がなされる
とき, 法の支配は制度的な補償を得ることになる。司法活動は, 力の論理
によって社会的秩序が乱されることに対する防御壁となるのである。しか
も国際社会の「介入」によって直接的に司法活動が行われる場合, 紛争
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(63) Hammarberg, op.cit., Part I.
(64) Lao Mong Hay, “Khmer Rouge tribunal must have autonomy”, UPI Asia
online, March 18, 2009.
(後)地域においてさえ適用される法的規範が国際的にも存在していること
を示すことになる｣｡
(65)
従来，国際的な刑事裁判所は, 犯罪行為者を裁くことによって彼らを政
治的立場から実質的に追放する効果を有する。これは新しい社会制度や政
治体制の構築と結びつく。ところがカンボジアでは, 政権の指導者がクメ
ール・ルージュに属するなど，過去において犯罪行為者と関係を有してい
た。このような場合には, 過去の犯罪を裁く裁判所の機能を抑制しようと
する政治的な作用も働く。
またカンボジアにおいては, 国内の政治状況の安定化や国家主権が優先
され, これが結果として国際社会との対立を招いた。カンボジアでは政治
や行政が司法に影響力を及ぼし, 独立した司法機関が十分には機能しない
状況である。特別裁判部においても, 関係者に対して政治的圧力が加えら
れるなど，
(66)
裁判部の活動を通じて司法に対する現地社会での信頼性が強化
される状況とは言いがたい。
カンボジア特別裁判部の影響については, 国民が裁判の情報を得られる
こと, 裁判の経費を抑えられること, 外国人の判事より国際的な経験を学
ぶ機会が与えられるなどが指摘される。たしかに国内裁判所として設立さ
れることによって，特別裁判部はカンボジアの国内状況をより勘案し機能
できるであろう。しかしそれは国家主権の名の下に，国際的な基準がない
がしろにされる状況と表裏一体でもある。
本来, 司法による紛争解決は, 法的安定や連続性をもたらし, 新しい社
会制度の構築に役立つと考えられてきた。本稿で検討したとおり, 国際社
会が関与した裁判所が国際的な基準に従い機能することが事実上困難な状
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況においては, 現地での司法制度の発展や法の支配の定着も妨げられる。
国連が是認した裁判部は, 過去に生じた残虐な行為から法の支配への移行
をもたらすものと期待されている。カンボジア特別裁判部が, 政治指導者
による市民に対する統制機能となるのであれば, 裁判部は, 国際社会が関
わること故にカンボジアに対する裏切り行為となり,
(67)
カンボジアの人々の
国際社会への信頼性を損なうであろう。他方，裁判によって, 独立したま
た公平性に基づいて判断が行われることが示されれば, 裁判部に対する現
地の信頼性も高まり，さらに法の支配の強化にも結びつくであろう。
お わ り に
カンボジア特別裁判部は, 国際社会による刑事裁判所の設立という一連
の動向の中で捉えられながらも, 国際社会と国内社会が各々期待する裁判
所の権限, 機能について一致しない状況の中で設立された。カンボジア特
別裁判部が，国際的な水準を維持する裁判所として機能するのか, 今後の
活動が注目される。
国際社会が想定する正義の追及は, 現地社会が求める社会の安定を前提
とした正義の追及とは必ずしも合致しないこと, それが裁判所の組織構造
や機能にも影響を及ぼすことが本稿の検討を通じて明らかとなった。国際
社会が国際的な水準に合致した裁判機能を期待する一方で, カンボジア政
府は, 国家主権を前提とした正義の追及を求め，現政権を強化する機能を
持つ裁判所を想定した。このような相違の中で設立された特別裁判部への
国際社会の関与は, ある意味では今後の裁判部の行動を確認する役割を担
う。しかし裁判部が国内裁判所であるが故に，国際社会の関与は限定的に
ならざるをえない。カンボジア特別裁判部の設立に国際社会が関わりなが
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ら, 裁判部が国内裁判所でありまた司法機関としての独立性が十分に確保
されていない状況は, 司法介入を行う国際社会への信頼感をも損いかねな
いのである。
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Challenges of International Judicial Intervention :
A case study of Extraordinary Chambers
in the Courts of Cambodia
Yasue MOCHIZUKI
Internationalized criminal courts, i.e., International Criminal Tribunal for
the former Yugoslavia, International Criminal Tribunal for Rwanda, Special
Court for Sierra Leone and International Criminal Court aim at prosecuting
war crimes and crimes against humanity under international law. The estab-
lishment of courts demonstrates that no one is above law and assists in es-
tablishing the rule of law on the local community. These efforts are
academically analysed as international judicial intervention.
Extraordinary Chambers in the Courts of Cambodia (ECCC) was estab-
lished as a Cambodian domestic court in 2006 in order to bring to trial senior
leaders of Democratic Kampuchea and those who were most responsible for
the crimes and serious violations of Cambodian and international laws.
Whereas it purports to prosecute those criminals, which facilitates rule of
law and national reconciliation in the local community, there is a gap between
the international community and the government regarding the role and the
function of the ECCC. While the former considers the ECCC as to achieve
the identical purposes of former internationalized criminal courts, satisfying
the international standards, the latter expects the ECCC to promote political
stability of the country. Such differences caused tensions in the process of
establishment of the Chamber.
The purpose of this paper is to identify the challenges that international ju-
dicial intervention encounters. The case study of ECCC articulates the role
of judiciary within the process of state building. Firstly it examines the proc-
ess of the establishment of ECCC, exploring the negotiation process be-
tween the United Nations (UN) and Cambodia by analyzing the law of
establishment of the ECCC and the agreement on cooperation between the
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UN and Cambodia. Secondly it highlights the tension between the two by
looking into the Chamber’s provisions about its structure, jurisdiction, deci-
sion-making process and the issue of impunity. Thirdly, it analyzes the con-
cept of judicial intervention in the context of Cambodia, particularly some
challenges to seek for justice and to stabilize a society. The paper concludes
while the importance of judiciary after a conflict is well recognized, the
Cambodian case exemplifies that there is a gap between the local govern-
ment and the international community in regard to the expected roles and
functions of the ECCC. The former anticipated the Chamber to contribute to
the stabiliy of the society within the context of Cambodian politics, whereas
the latter prioritized to establish a court which satisfies international stan-
dard. The paper concludes that if the international standards of judiciary is
not incorporated well into a domestic court, it will be detrimental to
strengthen the role of law at the local level, leading to undermine the credi-
bility of the international community that supports the establishment of the
ECCC.
